


①成年後見制度に関する相談及び手続の支援
②地域ネットワークの活用（地域住民や関係機関などと連携し、
　　　　　　　　　　　　　地域で支え合えるネットワークを作ります。
③成年後見制度の普及・啓発活動（広報活動、学習会など）
④本人や親族等の納得と合意による適切な後見人候補者のマッチング支援、
　後見人選任後の支援（福祉・法律の専門職を交えて利用者の権利擁護や
　支援方針の検討を行う場を持ち、その検討内容を家庭裁判所に伝えるシ
　ートの作成等を行います。）


